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（1）

（2）

（3）

（4）

2．

Ａ事業 Ｂ事業 Ｃ事業 Ｄ事業 事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ

1. 0 11,000 11,000

2. 20,000 20,000 20,000

3. 0 0

4. 0 0

5. 0 0

0 0 0 20,000 20,000 11,000 31,000

Ⅱ

（1）

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

（2）

0 0

0 0

0 0

0 2,420 2,420

0 500 500

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 2,920 2,920

0 0 0 0 0 2,920 2,920

0 0 0 20,000 20,000 8,080 28,080

人件費計

その他経費

事業別損益の状況

受取寄付金

旅費交通費

(単位：円)

経常収益

スタッフ人件費

スーパーバイザー報酬

　　経常収益計

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

役員報酬

経常費用

受取会費

人件費

科　　目

財務諸表の注記

重要な会計方針

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１７年１２月１２日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）に
よっています。

受取助成金等

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

固定資産の減価償却の方法

ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」と
して注記しています。

スーパーバイザースキルアップ事業

施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「３．施設の提
供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

事業収益

その他収益

事業別損益の状況は以下の通りです。

消費税等の会計処理

総会会場冷房使用料

減価償却費

その他経費計

消耗品費

雑費

印刷製本費

通信運搬費

　　経常費用計

総会会場使用料

スーパービジョン普及・定着事業

Ｄ事業名 権利擁護関連事業

個人スーパービジョン事業
B事業名
Ｃ事業名

支払寄付金

　　　当期経常増減額

A事業名

以下に示すものは、想定される注記を例示したものです。該当がない事項は記載不要です。



3．

金　　額

4．

金　　額

5．

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0

0

0

0

合　　計 0 0 0 0

6．

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

　 0 0

　 0 0

　 0 0

合　　計 0 0 0 0 0 0

7．

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

0

8．

財務諸表
に計上され
た金額

内役員及
び近親者と
の取引

0 0

(単位：円)

科　目

科　　目

役員及びその近親者との取引の内容

投資その他の資産

(単位：円)

無形固定資産

施設の提供等の物的サービスの受入れの状況は以下の通りです。

(単位：円)

内　　容

施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

固定資産の増減内訳

(単位：円)
内　　容

(単位：円)
内　　容

科　　目

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

Ｃ基金事業用預金

借入金の増減内訳

固定資産の増減は以下の通りです。

借入金の増減は以下の通りです。

ソフトウエア

有形固定資産

車両運搬費

備　　　考

算　　定　　根　　拠
(単位：円)

活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

使途等が制約された寄付等の内訳は以下の通りです。当法人の正味財産は（　　　　　　　）円ですが、そのうち（　　　　　　）
円は○○援助事業と○○基金事業に使用される財産です。したがって、使途の制約されていない正味財産は（　　　　　　　）
円です。

活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の状況は以下の通りです。

使途等が制約された寄付等の内訳

算　　定　　根　　拠


